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　○山形県事務代決及び専決事務に関する規程の一部を改正する訓令…………………………（人　事　課）…１

 　　　　　　　　　　　　

訓　　　　　令
 　　　　　　　　　　　　

山形県訓令第８号

庁　　　　　中

出　先　機　関

　山形県事務代決及び専決事務に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　平成26年４月１日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　山形県事務代決及び専決事務に関する規程の一部を改正する訓令

　山形県事務代決及び専決事務に関する規程（昭和28年12月県訓令第49号）の一部を次のように改正する。

　別表第１の備考第４項中「掲げる課」を「掲げる課及び課内室」に改め、同項の表中「西村山総務課、西村山税

務課」を「納税課西村山税務室、納税課北村山税務室、西村山総務課」に、「北村山税務課」を「税務課西置賜税

務室」に改め、「、西置賜税務課」を削り、同備考第６項中「事務（」を「事務（総務部の秘書広報課、行政改革

課、学事文書課及び税政課に係る財務の項第15項に掲げる事務、」に、「県土整備部各課に係る財務の項第15項に

掲げる事務」を「農林水産部各課に係る財務の項第16項に掲げる事務（物品の調達に係るものを除く。）」に改め、

同項の表中「学事文書課」を「学事文書課、税政課」に、

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同備考第７項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

中「各課に係る前項」を「各課及び課内室に係る同項」に改め、同項の表中「西村山総務課、西村山税務課」を「納

税課西村山税務室、西村山総務課」に、「北村山総務課、北村山税務課」を「納税課北村山税務室、北村山総務課」に、

「西置賜総務課、西置賜税務課」を「税務課西置賜税務室、西置賜総務課」に改め、同備考第９項の表を次のよう

に改める。

平成26年４月１日（火）

（毎週火・金曜日発行）
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農林水産部６次産業推進課、県産米ブランド推進課 農政企画課長
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農林水産部農村整備課 農村計画課長

農林水産部各課 農政企画課長
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別表第１の備考中第10項を第11項とし、第９項の次に次の１項を加える。

10　次の表の左欄に掲げる課に係る財務の項第16項に掲げる事務（物品の調達に係るものを除く。）について

は、同表の右欄に掲げる者がその権限を行使する。

　別表第２総務部の項学事文書課の項学校教育法に関すること。の項部長専決事項の欄第１項中「私立学校」を

「私立学校（幼稚園を除く。）」に改め、同表子育て推進部の項中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同部の項子ど

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

左欄 右欄

総務部各課 総務厚生課長

左欄 右欄

農林水産部６次産業推進課、県産米ブランド推進課
農政企画課長

農林水産部園芸農業推進課、畜産振興課、水産振興課
農業技術環境課長

農林水産部農村整備課 農村計画課長

児童福祉法に

関すること。

１　第35条第４項

の規定による児

童福祉施設の設

置の認可及び同

条第７項の規定

による児童福祉

施設の廃止及び

休止の承認に関

すること（第二

種社会福祉事業

に係るものを除

く。）。

子育て支

援課

学校教育法に

関すること。

１　第４条の規定

による私立幼稚

園の設置廃止等

認可に関するこ

と。

児童福祉法に

関すること。

１　第35条第４項

の規定による児

童福祉施設の設

置の認可及び同

条第７項の規定

による児童福祉

施設の廃止及び

休止の承認に関

すること（第二

種社会福祉事業

に係るものを除

く。）。
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も家庭課の項施設事務費に関すること。の項部長専決事項の欄第１項中「健康福祉企画課」を「地域福祉推進課」

に改め、同表健康福祉部の項健康福祉企画課の項生活保護法に関すること。の項及び未帰還者に関する特別措置法

に関すること。の項を削り、同部の項中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同部の項健康

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

長寿推進課の項施設事務費に関すること。の項部長専決事項の欄第１項中「健康福祉企画課」を「地域福祉推進課」

施設事務費に

関すること。
１　社会福祉施設

（子ども家庭課、

健康長寿推進課

及び障がい福祉

課の所管に係る

ものを除く。）

に支弁すべき事

務費等の決定に

関すること。

旧軍人等の叙

勲等に関する

こと。

１　旧軍人、軍属

等の叙位叙勲に

関すること。

地域福祉

推進課

生活保護法に

関すること。

１　第41条第２項

の規定による保

護施設の設置の

許可に関するこ

と（第一種社会

福祉事業に係る

ものに限る。）。

２　第42条の規定

による保護施設

の休止又は廃止

の認可に関する

こと。

未帰還者に関

する特別措置

法に関するこ

と。

１　第２条第１項

及び第３項の規

定による戦時死

亡宣告の請求及

び取消しの請求

に関すること。

施設事務費に

関すること。

１　社会福祉施設

（子ども家庭

課、健康長寿推

進課及び障がい

福祉課の所管に

係るものを除

く。）に支弁す

べき事務費等の

決定に関するこ

と。

旧軍人等の叙

勲等に関する

こと。

１　旧軍人、軍属

等の叙位叙勲に

関すること。
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に改め、同部の項障がい福祉課の項精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に関すること。の項部長専決事項の

欄第３項中「第22条の４第４項」を「第21条第４項」に改め、同欄第４項中「第33条の４第１項」を「第33条の７

第１項」に改め、同課の項施設事務費に関すること。の項部長専決事項の欄第１項中「健康福祉企画課」を「地域

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　「

福祉推進課」に改め、同表農林水産部の項中　　　　　　を　　　　　　に、　　　　　　を　　　　　　に改め、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　 」

同表県土整備部の項用地課の項を次のように改める。

県土利用政策課 公有水面埋立法に関

すること（湖沼に係

るものに限る。）。

１　第６条第３項の

規定による裁定に

関すること。

１　第２条第１項の規

定による公有水面埋

立の免許に関するこ

と。

２　第13条の２第１項

の規定による埋立区

域の縮小等の許可に

関すること。

３　第14条第１項の規

定による土地立入等

の許可に関するこ

と。

４　第16条第１項の規

定による公有水面の

埋立権の譲渡の許可

に関すること。

５　第22条第１項の規

定による竣功認可に

関すること。

６　第23条第１項ただ

し書の規定による竣

功認可の告示前の埋

立地の使用許可に関

すること。

７　第27条第１項の規

定による所有権の移

転等の許可及び同条

第３項の規定による

協議に関すること。

８　第30条の規定によ

る災害防止に関する

命令に関すること。

９　第31条の規定によ

る工作物等の除去命

令に関すること。

10　第33条の規定によ

る事実更正等の措置

に関すること。

畜産課

水産課

畜産振

興課

水産振

興課

森林課
林業振

興課
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11　第35条の規定によ

る原状回復義務の免

除に関すること。

国有財産法に関する

こと（水産振興課及

び空港港湾課に係る

ものを除く。）。

１　第８条第１項の規

定による国土交通省

所管に係る国有財産

の引継ぎに関するこ

と。

２　第12条の規定によ

る国土交通省所管に

係る国有財産の所管

換えに関すること。

３　第27条の規定によ

る国土交通省所管に

係る国有財産の交換

に関すること。

土地収用法に関する

こと。

１　第15条の７の規定

による仲裁に関する

こと。

１　第15条の２の規

定によるあつせん

に関すること。

２　第16条の規定によ

る事業の認定に関す

ること。

２　第19条の規定に

よる申請書の欠陥

の補正等に関する

こと。

３　第32条第１項の規

定による収用又は使

用の手続の保留の申

立てに関すること。

３　第21条第１項の

規定による意見の

聴取に関するこ

と。

４　第34条の規定によ

る収用又は使用の手

続の開始の申立てに

関すること。

４　第22条の規定に

よる意見の聴取に

関すること。

５　第39条第１項の規

定による収用又は使

用の裁決の申請に関

すること。

６　第46条の４第１項

の規定による見積り

による補償金の支払

いに関すること。

７　第47条の３第１項

の規定による明渡裁

決の申立てに関する

こと。

８　第116条の規定に

よる協議の確認の申

請に関すること。
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９　第122条第１項の

規定による非常災害

の際の土地の使用に

関すること。

10　第123条の規定に

よる緊急に施行する

必要がある事業のた

めの土地の使用に関

すること。

11　第136条第１項の

規定による代理人の

指定に関すること。

国土利用計画法に関

すること。

１　第24条第１項の

規定による勧告に

関すること。

１　第28条第１項の規

定による遊休土地の

認定に関すること。

２　第26条の規定に

よる公表に関する

こと。

２　第31条第１項の規

定による勧告に関す

ること。

３　第32条第１項の規

定による遊休土地の

買取りの協議を行う

者の決定に関するこ

と。

国土利用計画法施行

令に関すること。

１　第９条の規定によ

る基準地の選定及び

標準価格の判定に関

すること。

景観法に関すること。
１　第17条第４項の規

定による期限の延長

及び通知に関するこ

と。

２　第19条第１項の規

定による景観重要建

造物の指定に関する

こと。

３　第22条第１項の規

定による景観重要建

造物の現状変更の許

可に関すること。

４　第23条第２項の規

定による景観重要建

造物の原状回復に関

すること。

５　第27条第１項の規

定による景観重要建

造物の指定の解除に

関すること。
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６　第28条第１項の規

定による景観重要樹

木の指定に関するこ

と。

７　第31条第１項の規

定による景観重要樹

木の現状変更の許可

に関すること。

８　第35条第１項及び

第２項の規定による

景観重要樹木の指定

の解除に関するこ

と。

９　第38条の規定によ

る管理協定の認可に

関すること。

10　第45条の規定によ

る報告に関するこ

と。

11　第78条第２項の規

定による勧告等に関

すること。

12　第83条第１項の規

定による景観協定の

認可に関すること。

13　第84条第１項の規

定による景観協定の

変更の認可に関する

こと。

14　第88条第１項の規

定による景観協定の

廃止の認可に関する

こと。

15　第90条第２項の規

定による景観協定の

認可に関すること。

16　第92条第１項の規

定による景観整備機

構の指定に関するこ

と。

17　第95条第１項の規

定による報告に関す

ること。

18　第95条第３項の規

定による指定の取消

しに関すること。
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　別表第２県土整備部の項都市計画課の項景観法に関すること。の項及び山形県景観条例に関すること。の項を削

　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　「

り、同部の項河川課の項中　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　 」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　「

　別表第３総務企画部の項総務課の項中　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改め、同部の項中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　 」

「　　　　　　　「

　　　　　　　を　　　　　　　に改め、同部の項地域振興課の項中

　　　　　　」　　　　　　　 」

山形県景観条例に関

すること。

１　第８条の規定によ

る景観形成重点地域

の指定に関するこ

と。

２　第16条第２項の規

定による公表に関す

ること。

３　第16条第３項の規

定による意見陳述に

関すること。

４　第26条第１項の規

定による眺望景観資

産の指定に関するこ

と。

５　第29条第１項の規

定による景観回廊の

指定に関すること。

公有水面埋立

法に関するこ

と（水産課、

用地課及び空

港港湾課に係

るものを除

く。）。

公有水面埋立

法に関するこ

と（水産振興

課、県土利用

政策課及び空

港港湾課に係

るものを除

く。）。 

特定非営利活

動促進法に関

すること（庄

内総合支庁に

限り、事務所

が東田川郡庄

内町の区域内

のみに所在す

る特定非営利

活動法人に係

るものを除

く。）。

特定非営利活

動促進法に関

すること（村

山総合支庁及

び庄内総合支

庁に限る。）。

税務課、

納税課、

西村山税

務課、北

村山税務

課及び西

置賜税務

課

税務課及

び納税課
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「　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改め、同表保健福祉環境部の項保健企画課の項薬事法に関すること。

　　　　　　　　」　　　　　　　　　 」

の項総合支庁部長専決事項の欄第４項中「第10条」を「第10条第１項」に改め、同欄中第19項を第20項とし、第14

項から第18項までを１項ずつ繰り下げ、同欄第13項中「第36条の４第２項」を「第36条の８第２項」に改め、同項

を同欄第14項とし、同欄中第12項を第13項とし、第５項から第11項までを１項ずつ繰り下げ、第４項の次に次の１

項を加える。

５　第10条第２項（第38条第１項において準用する場合を含む。）の規定による薬局（県外配置販売業を除く。）

の名称等の変更等の届出の受理に関すること。

　別表第３保健福祉環境部の項地域保健予防課の項精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に関すること。の項

総合支庁部長専決事項の欄第１項中「第23条」を「第22条」に改め、同欄第２項中「第24条」を「第23条」に改め、

同欄第３項中「第25条」を「第24条」に改め、同欄第４項中「第25条の２」を「第25条」に改め、同欄第14項中「第

33条の４第５項」を「第33条の７第５項」に改め、同部の項地域保健福祉課の項精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律に関すること。の項総合支庁部長専決事項の欄第１項中「第23条」を「第22条」に改め、同欄第２項中「第

24条」を「第23条」に改め、同欄第３項中「第25条」を「第24条」に改め、同欄第４項中「第25条の２」を「第25

条」に改め、同欄第14項中「第33条の４第５項」を「第33条の７第５項」に改め、同表産業経済部の項農業振興課

の項農業協同組合法に関すること（所管区域を超える区域を地区とする農業協同組合、農業協同組合連合会及び農

事組合法人に係るものを除く。）。の項総合支庁課長専決事項の欄第７項中「第231条第１項第19号」を「第231条第

１項第21号」に改め、同課の項養ほう振興法に関すること。の項を次のように改める。

　別表第３産業経済部の項水産振興課の項国有財産法に関すること（漁港の区域内に所在し、又は漁港管理者の長

が海岸管理者となる海岸保全区域施設若しくは公共海岸である国有財産に係るものに限る。）。の項総合支庁課長専

決事項の欄第１項中「農林水産部水産課」を「農林水産部水産振興課」に改め、同表建設部の項建設総務課、西村

山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関すること。の項総合支庁長専決事項の欄第

１項を次のように改める。

　１　第58条の10第３項の規定による指定の取消しに関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁長専決事項の欄に次の１項を加える。

　２　第75条第１項及び第２項の規定による監督処分（許可、登録及び承認の取消しに限る。）に関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁部長専決事項の欄第１項中「（第95条の規定による協議（以下この項において「協議」とい
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う。）を含む。）」を削り、同欄中第16項を第23項とし、第15項を第20項とし、同項の次に次の２項を加える。

　21　第95条の規定による国との協議に関すること。

　22　第99条の規定による地方公共団体等との協議に関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁部長専決事項の欄中第14項を第19項とし、同欄第13項中「許可」を「許可、登録」に改め、

同項を同欄第18項とし、同欄第12項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第14項とし、同項の次に次の３項を

加える。

　15　第58条の８第１項の規定による河川協力団体の指定に関すること。

　16　第58条の10第１項及び第２項の規定による監督等に関すること。

　17　第58条の12の規定による河川協力団体との協議に関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁部長専決事項の欄第11項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第13項とし、同欄第10項

中「（土地の占用等の許可が総合支庁処分に係るものに限るものとし、協議を含む。）」を削り、同項を同欄第11項

とし、同項の次に次の１項を加える。

　12　第37条の２の規定による水防管理団体等との協議に関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁部長専決事項の欄中第９項を第10項とし、第８項を第９項とし、同欄第７項中「（協議を含

む。）」を削り、同項を同欄第８項とし、同欄第６項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第７項とし、同欄第

５項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第６項とし、同欄第４項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第

５項とし、同欄第３項中「（協議を含む。）」を削り、同項を同欄第４項とし、同欄第２項の次に次の１項を加える。

　３　第23条の２の規定による流水の占用の登録に関すること。

　別表第３建設部の項建設総務課、西村山建設総務課、北村山建設総務課及び西置賜建設総務課の項河川法に関す

ること。の項総合支庁課長専決事項の欄に次の１項を加える。

　３　第58条の８第３項の規定による届出の受理に関すること。

　別表第３建設部の項河川砂防課、西村山河川砂防課、北村山河川砂防課及び西置賜河川砂防課の項水防法に関す

ること。の項総合支庁部長専決事項の欄第１項中「第10条の６第１項」を「第16条第１項」に改め、同部の項建築

　　　　「　　　　　　　　　「

課の項中　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改め、同表の備考第１項中「掲げる課」を「掲げる課及び課

　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　 」

内室」に改め、同項の表中「西村山総務課、西村山税務課」を「納税課西村山税務室、納税課北村山税務室、西村

山総務課」に、「北村山税務課」を「税務課西置賜税務室」に改め、「、西置賜税務課」を削る。

　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　「

　別表第５職員育成センターの項中　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　 」

　　　附　則

　この訓令は、公布の日から施行する。ただし、別表第３保健福祉環境部の項保健企画課の項薬事法に関すること。

の項の改正規定は、平成26年６月12日から施行する。
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